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Environmental Evaluation of Low Energy House with its Roof Totally 
Covered by Photo Voltaic Modules 
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Abstract 

Annual energy consumption of highly insulated and passively designed house with high-performance air conditioners, hot water supply 

system, cooking heater, and lighting system can be reduced than annual energy generated by the roof-integrated photo voltaic system. 

Annual energy balance, defined as the difference between energy consumption and energy production in the house, is evaluated with several 

simulation methods. Actual energy data of 15 houses are shown. Life cycle analysis is also performed to evaluate the environmental load 

and cost effect. Calculation results show that initially required energy increase can be recovered within 1.3 to 1.4 years. Although photo 

voltaic system facing north generates small amount of electricity, low energy house with photo voltaic system covering not only south side 

but also north side of the roof has advantage in life cycle cost mainly because ofreduction of maintenance cost. 

キーワード：省エネルギー住 宅 、 太陽光発電システム、 環境評価、 実態調査

Key Words : Low energy house, Photo Voltaic system, Environmental evaluation, Actual result investigation 

はじめに

太陽光発電システムが一般の住宅用として開発されてすでに

10年以上経過した。自然エネルギー利用による発電は、C伍排

出削減に寄与すると期待され、 国の補助制度が平成6 年に始ま

り、平成16年度末までの累計で223,932棟の住宅に太陽光発電

システムが設置されているJ)。国内の総発電容量は79.5万kW

になり、これに伴うCO2の排出削減効果は29万ton-CO2/年に

なるが、温室効果ガス総排出量の0.02 %、家庭部門だけに限っ

ても0.17％に過ぎない。
一方で住宅のエネルギー消費に伴う C伍排出は増お続けてお

り、2004年の段階で1 990年比30.0％増加している。京都議定

書で日本が締結した躙及化ガス6％減を実現するためには、住

宅の一層の省エネルギー化が必要である。

住宅の省エネルギーに寄与する設備として太陽光発電システ

ムを自宅に設置している居住者は、 コ ンポストや雨7j(;利用設備

なども合わせて設置する場合が多く見られ 2)、 太陽光発電は環境
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問題に対する意識の向上にも寄与すると考えられることから3),

心、設備としての省エネルギー性以上の効果も期待できるが、 エ

ネルギーコストの低減を期待 する割合もまた高く、住宅性能の

総合的な設計が重要となる。

住宅の断熱性を高め、冬季の日射取得性と夏季の日射遮蔽性、

通風性などに配慮することで暖冷房負荷を抑え、効率のよい空

調・給湯・厨房機器を組み合わせてエネルギー消費を削減し、

それでも必要となるエネルギーは屋根全面に葺いた太陽光発電

システムによる電力で賄うことで、年間の消費と発電の収支を

ゼロにすることを目指して設計される全電化住宅がある（以下

ゼロ ・エネルギー仕様住宅、ゼロ ・ エネルギー仕様） 5) 。 ゼロ ・

エネルギー仕様住宅は、 一般的な住宅と比べてエネルギー 消費

量が少ないが、夜間や雨天時など、住宅の消費量が太陽光発電

の発電量を上回る場合には系統から電力を購入し、逆に太陽光

発電の発電量が住宅の消費量を上回る場合には余剰電力を系統

に逆潮することで発電電力を最大限活用し、年間のエネルギー

収支をゼロにすることができる。

本報では、単なる実験棟ではなく、多くの販売実績のあるゼ

ロ ・ エネルギー仕様住宅の、 省エネルギー効果と環境影響につ

いて報告する。
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1. ゼロ ・ エネルギー仕様住宅の概要 Table 2 Specifi蝉ons ofhousehold equipments 

エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく省エネルギ

—疇区分W地域に建設される住宅プランの一例をFig. 1に示

す。 延床面積156面の総二階の住宅は、入隅、出隅を極力排し

た計画とすることで熱損失が少なくなるように配慮されている。

玄関ドアを除く全開口部(32.2 rrlりの、59.6 % (19.2 rrlり

を南面に配置することで冬季の日射取得量を増やし、軒の出と

10,465 ► 
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化Floor 2"'Floor 

East elevation 

West elevation 

North elevation 

South elevation 

Fig. l Calculated Zero Energy House 

Table 1 Insulation specifications 

Ceiling 

Wall 

Floor 

W1Ildow 

Vent 

Base spec. Zero energy spec. 

RW40 kg/nr 200 mm RW40瑠m3 200mm 

(GW16瑠m3 200mm) (GW16kgfm3 200mm) 

GW8kgm3 75mm GW16kg/m3 75mm 

(GW16陪面IOOrrnn) (GW16瑠m.3 100mm) 

GW8瑠m3 75mm GW16kglm3 75mm 

(GW16瑠m3 100mm) (GW16瑠m3 100mm) 

Aluminum-plastic sash double Aluminum-plastic sash Low-E 

glaz.e<i window double glaz.ed window 

(Plastic sash Low-E double (Plastic sash Low-E double 

gl訟d window withArgon gas) gl砥lwindow with Argon gas) 

Heat exchange type duct system H虚exchange type duct sy.如m

(Heat 改change coefficient (H虚 exchange coefficient 

70%) 70%) 

GW : Glass wool RW : Rock wool Parenthesized contenJs are for Hokkaido 

Base spec. Zero Energy spec. 

Heating Room air conditioner System air conditioner 

Seasonal COP=3.5 Sease呻COP=3.07

(Thermal storage heater) (Thermal storage h虚er)

Cooling Room air conditioner Sysぬnair conditioner 

＆変迎祉COP=2.5 Seasonal COP= 327 

⑤恣直COP=2.5) （汝蕊呻COP=3.53)

Hot G鉛 W寧hea紀r H虚pump羽血m

water Thermal efficiency 80 % Annual COP= 228 

supply 畑ua!COP=l .11)

Cooking Gas range Inductionh寧

Thennal efficiency 40 % Thermal efficiency 80 % 

Lighting Fluorescence light 

Note:Paren血sizedcontents 細 forHokkaido 

Base spec. Zero energy spec. 

Spec. Building皿血ializ.edmodule 

(polyの曲血esilicon )

Cell efficiency 15 % 

Module efficiency l O % 

South5.0kW(peakpower) 

NorthS.OkW(peakpower) 

Table 3 Specification of PV system 

バルコニーの出により夏季の日射負荷を抑えている。 東西面の

開口面積は小さくすることで夏季の冷房負荷の増大を防いでい

る。 主要な開口については防犯上の配慮と共に日射遮蔽効果を

高める観点からシャッターを設けている。 W地域における各部

の断熱仕様はT曲le 1の通りであり、ゼロ ・ エネルギー仕様はIl

地域の次世代省エネルギー基準を上回るものである。 用途ごと

の設備機器はT曲le2の通りである。 屋根全面に葺いた太陽光発

電システムはT曲le 3の通りである。 比較のため、一般的な仕様

として、地域の次世代省エネルギー基準レベルとなる「基準仕

様」も合わせて表記している。

基準什様におけるルームエアコンは居住者の選択に委ねられ

るため、期間COP (SCOP)はカタログ値などを参考に著者が

仮定した値を設定した。 ゼロ ・ エネルギー仕様のシステムエア

コンは、空気熱源であるため、寒冷地では電気蓄熱暖房器具と

併用される。 ゼロ ・ エネルギー仕様の給湯は、代替フロン仕様

のヒ ー トポンプ給湯システムである。 C伍冷媒ヒ ー トポンプ流合

湯システムについては別途検討し、後述する。

住宅用太陽光発電システムは、受光量の多い屋根面に設置す

ることが一般的であり、屋根置き型と屋根建材型に大別される。

屋根置き型は、屋根材を一旦葺いてからシステムを留めつける

のが特徴であり、屋根材との納まりを設計する必要性が比較的

少ないが、屋根の防水性など長期耐久性に及ぼす影響が懸念さ

れる。
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一方、Fig2に示すゼロ 0 エネルギー仕様の太陽光発電システ

ムは、 屋根建材型のシステムとして開発されたものである。

屋根建材型太陽光発電システムの施工は、 まず屋根の野地板

に一次防水処理を施した後、 太陽光発電モジュールの取り付

けと排水経路を兼ねたアルミレールを屋根の流れ方向に平行

に敷設する。 次に、一般の屋根瓦の施工と同様に、 下方のモ

ジュールの端部に上方のモジュールの端部を重ねるようにし

ながらアルミレールに留めつけることで施工が終了する。 ア

ルミレールを用いることで、 モジュールと屋根の野地板の間

にクリアランスが生じ、モジュール裏面の配線処理を可能に

している。 また、 モジュールの左右端部から廻り込む雨水は

アルミレール上面を流れるため、 野地板が雨水で濡れること

がない。 一般の屋根を葺いた上に、 改めて架台を組んでモジ

ュールを取り付ける方法と比べ、 施工手間が少ないだけでな

く、 防水層が守られるので耐久性も高い。

PVmodu1e 

Aluminum rail 

PVmodule 

Fig.2 Cross section of a building皿血虚加叫PVmodule
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2. ゼロ曰エネルギ→士様住宅のエネルギー収支評価

2. 1年間二次エネルギー収支シミュレーション

ゼロ 。 エネルギ一田剃主宅の年間二次エネルギー収支を、 以

下に示す用途別のエネルギー消費量シミュレーションと太陽光

発電量シミュいーションにより予測した3

暖冷房エネルギーは、熱負荷計算ソフトSMAf氾を用いた暖

冷房負荷値と、使用する暖冷房機器の期間COPをもとに算出し

た。 暖冷房負荷計算の際のスケジュールは、2000年版NHK国

民生活時間調査結果をもとに在室パターンを作成し、就寝時も

含めた在室時空調とした。 暖房及び冷房の設定温度はそれぞれ

22℃と26℃としt::,,各室とも一人でも在室すれば空調するも

のとして設定し、休日と平日に差を設けていない。 なお、 北海

道の暖房は終日22℃設定とした。給湯エネルギーは、家庭用エ

ネルギー統計年報6)のデータから負荷を導いた上で、使用する機

器の効率に基づいた消費量を算出した。厨房エネルギーについ

ても同様である。 照明その他コンセント電力は、 家庭用エネル

ギー統計年報のデータをエネルギー消費量の値として用いた3

屋根に設置した太陽光発電システムの発電量は、 地域の日射量

データとモジュールの変換効率から算出しており、 その際、

る日射量低減、 モジュール面の汚れ、 温度上昇による効

率低下、インバータでの損失などを考慮している。空調、給湯、

厨房、 照明その他コンセント電力の各消費量を月別に計算し、

太陽光発電による月別発電量を差し引くことで年間エネルギー

収支としteo 用途ごとの計算方法をT曲le4にまとめる。 なお、

このシミュレーション手法は、ゼロ ・ エネルギー仕様住宅の年

間エネルギー収支を評価する手法として、 側-)建築環境。省エ

ネルギー機構の「ゼロ ・ エネルギー評定」を受けたものである。

ゼロ ・ エネルギー仕様住宅の札幌、東京、 鹿児島における年

間二次エネルギー収支計算結果をFig.3に示す。消費量を＋、発

電量をーとして表示している。 参考として基準出羨での計算結

果も合わせて示す。T曲le l、2に示す通り、 基準位様は各地域の

次世代省エネルギー基準を満足する住宅に標準的な設備機器を

組み合わせたものである。

薗le4Calcul叫onmethods for energy consumption and electricity 

generation by PV system 

C叫culationm叫1od

Air conditioning Air conditioning I⑱d simul珀on

so也函(SM応H)畔笑蕊碑COP

Hotwatersupply ·Cooking· Li邸血g S国弧叫 年6)
叩d equipment 

and others efficienciぉfor畑加図雰

PV generation P 匹m零ranalysis method7J 
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Fig. 3 Comparison of annual energy bal叩魯

Vol.32, No.2 - 55 - 太陽エネルギー



マ

太田

計算の結果、ゼロ 。 工ネルギー仕様の消費量は、札幌で15,98 2

kWh／年、東京で7,90 7kWh/年、鹿児島で7, 266kWh/年であり、

基準仕様と比較してそれぞれ19%（ 札幌）、40%環京）、35%

漉児島） の削減となっている。一方、それぞれの地域におけ

（北海道）、9,369kWh/年償京）、

園因島） である。その結果、年間の発電量と消

（エネルギー収支害拾） は56 %（北海道）118％償［

京）、1 3 4％漉児島） となり、東京と 鹿児島においては消費量

る。

2.2 

住宅の暖冷房負荷が方位に大きな影響を受けることは明らか

である。Fig. 4は、Fig. 1に示した住宅の東京における方位別暖

冷房負荷である。基本設計段階で、F窟1 のSouth Elevationを

南面に向けて冬の日射取得と夏の日射遮蔽を意図していたこと

から、建物を真南に向けた場合の暖冷房負荷合計が最小となっ

ている。暖房負荷は建物の方位を振るに従って増加し、

増となる。冷房負荷も建物の方位を振るに従って一且増加する

が、北に向かうに従い低下する。結果として150 ゜

（北北西）

に向けた場合の暖冷房負荷合計が25%増で最大となる。

kWh/yo虹 (Tokyo) 

三□
4
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2.3 

年間のエネルギー消費量を上回る発電量を確保するためには、

南面だけでなく北面も含めた設置面積が必要であるが、方位に

よって期待できる発電量は大きく異なる。Fig.5は東京における

屋根面積当たりの年間発電量を方位別に計算した結果である。

真南を0 ゜

とし、30 ゜ ごとの結果を表示している。勾配屋根で

は南面に設置した場合の発電量が最も多く、北面(180 ° )に設置

した場合が最も少ない。屋根勾配がきつくなるほどこの傾向は

顕著であり、JJl勾配(45 ゜ 勾配） の場合には北面の発電量は南

面の約半分となる。このことから、一般には太陽光発電システ

ムを南面以外に設置すること応腔けられており、敷地条件によ

っては住宅のプランニングに制約を受けるか、システムの設置

面積が制限される。発電量を最大化するためには屋根勾配を 2 3

~26 ゜

程度に設定することが一般化しているが8)、屋根方位が

東～北～西の場合には勾配を緩くするほうが良いことがわかる。

6は、切妻屋根の両面を太陽光発電モジュールで葺いた場

合の屋根面積当たりの発電量を表したものである。図中の方位

は切妻屋根の一方が面する方位である。Fig. 5 の結果と異なり、

切妻屋根の方位により発電量が影響される割合は少ない。太陽

光発電モジュ ールを屋根建材として捉えると、

根の方位とは関係なく全面に葺くことになるが、こ

宅の方位が変わっても屋根面積当たり

少ないことになる。また、屋根勾配ば緩いほ

の発電量は多い。

住宅の平面プランを固定と

るほど屋根面積は大きくなり、結果と

る。一方、前述の通り、

く場合には勾配が緩いほど面積当たりの発電量は大きくなる。

そこで、 屋根の水平投影面積当たりの発電量を勾配ごと

した結果を Fig.7に示す。Fig.5、Fig.6の結果と異なり、勾配が

きつくなるほど年間発電量は大きくなる。勾配をきっくするこ

とによる面積増加の効果が、発電効率の低下を上回っているこ

とを意味する。住宅方位に対する発電量の依存性はこの場合も

小さ\,,‘。

direction 

kWh/m·yeor 

West 
90← 

5Annual 

West 

90 

direction 

(Tokyo) 

゜

Sou出

kWh/l°d•year (Tokyo) 
No迂h
180 

ofPVsystem 

Sou出

亨
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·す
以上のように、屋根の片面にのみ太陽光発電システムを設置
る場合の発電量は、暖冷房負荷同様、住宅の方位による影警

を受けるが、屋根全面太陽光発電システムの総発電量は、住宅
の方位に影響を受けずに一定量が期待できることが明らかとな
った。

、『

3. 1 

前述のシミュレーションは、用途別エネルギー消費の統計デ
ータと空調エネルギー消費及び太陽光発電量の計算に基づくも
のであるが、実態を把握するため、ゼロ ・エネルギー仕様住宅の
アンケート調査を行った。アンケートは、調査に承諾を頂いた
60瓢に渕寸し、麟回答は15件であっt4調査期間は平成

11 年9月～平成12 年8月である。アンケートの内容は、（1)月
別の発電量、(2)月別の買電量頃、夜）、（3)月別の売電量、の
疇値である。布功回答の割合が少ないのは、月ごとのデータ
全てに回答頂き、かつ、不整合のないもののみを有効としたた
めである。有効回答データの住宅は、いずれも省エネルギー区
分W地域に属している。各住宅のプランは、必ずしもFig. lに示
した例と同じではなく、延べ床面積も異なり、調査した住宅の
平均延床面積は200 m

2であった3 いずれの住宅も屋根全面太陽
光発電システムを設けた全電化住宅であるが、給湯は電気温水
器を採用している場合とヒ ートポンプ給湯システム（代替フロ
ン仕様）を採用している場合がある。
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Fig.8Mon訓y直stribution of energy balance虚

率は、
11月から3月にかけて、
宅が半数を超えている。
が減ること

し、
4月から10月にかけては

9は邸別の年間エネルギー収支とエネルギー収支率である。
夜

であり、エネルギー収支率を左右するのは発電量より
も消費量であることが分かる。集計した15件の住宅の中で、給
湯にヒ ートポンプ給湯を使用している住宅は G、N、0の3件
である。残りの12件は電気温水器を使用していt�ヒ ー

プ給湯を使用することで電力消費（特に深夜電力消費）が少な
くなり、 エネルギー収支率に寄与している。Gの住宅は深夜電
カの使用量こそ少なくなっているものの、昼間の電力使用量が
多いためにエネルギー収支率が100％を下回っに先に2で示
したゼロ こエネルギー仕様住宅のエネルギー収支はいずれの地
域 もヒ ートポンプ給湯を前提としていたが、実態調査において
も、エネルギー収支率が100％を超えた住宅はピートポンプ給
湯を採用している住宅であった)
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10 に邸別の売電によ
（エネルギーコ スト収支）を示す。エネルギーコスト収支には
電力の基本料金も含めている。なお、各住宅の建設地は異なる
ため、電力単価、基本料金は必ずしも同じではない。
果、 エネルギー収支率とエネルギーコ スト収支は必ずしも比例
関係になく、 エネルギー収支率が100 %を超えていなくても、

エネルギーコ スト収支はプラスになっている住宅(F、H、K、
L、M)もある。コ ストの安パ架夜電力の消費割合が多く、コ ス
トの高い昼間の電力の消費割合が少ない住宅のエネルギー コス
ト収支が良い結果となっている。一方で、ビートポンプ給湯を
使用しても、昼間の電力使用量の多い住宅 ( G)ではコ スト収支
がマイナスとなった。 エネルギー収支シミュレーションの結果
と実測結果に乖離があるのは、エネルギー収支シミュレーショ
ンが平均的な生活パターンに基づくものであるのに対して、 実
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際の生活パタ ーンは居住者によって大きく異なることが原因と

考えられる。なお、 今回調査した15棟のエネルギーコスト収支
は、 平均で十709円／年となり、収入が支出を上回っていた）
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Fig. lOAnn叫energy cost balance of each house 

3.2運用時のCO2排出削減効果
系統から独立した自給自足型の住宅であれば、運用時のC◎

排出に伴う環境負荷がゼロであることは明らかである。一方、
ゼロ ・エネルギー仕様住宅は、 系統と連系し、太陽光発電量が
十分でない時間帯に は電力を購入しているため、環境に負荷を
与えていることになる。逆に、太陽光発電量が住宅内の電力負
荷量を上回る時間帯には系統に 逆潮しており、C◎排出のない
電力を系統に供給することで環境負荷削減につながる。

さらにこの住宅の場合には、 夜間電力を利用した給湯設備を
使用しているため、負荷平準化に伴うCO2排出削減につながる。

電力会社が夜間に供給する電力のC伍排出原単位が日中に 供給
する電力のC伍排出原単位よりも小さいことがその理由である。

住宅の省エネルギー化、太陽光発電、 電力消費の夜間移行な

どによる総合的な環境負荷削減効果を明らかにするため、 以下
の指標を定義する 9)

迩孵彰］のa»換算量佃印③）
CO2還元率 ＝

購入電力のCO2換算鄭棺CO:;)

PdxQ 

paxWd + Pnxw. 

.. ·(l) 

···(2) 

Pd ： 昼間の発電に伴うCO2排出原単位 (= 0.35 kg-CO2/kWh) 
Pn

： 夜間の発電に伴うCO2排出原単位 (= 0. 28 kg-CO2/k:Wh) 

児 ： 鵬りの購入電力量(kWh)

訊：夜間の購入電力量(kWh)

Q ：迎朝電力量(kWh)

購入電力が環境に与えた負荷に対し、太陽光発電の余剰電力と

して系統に逆潮した電力が削減しうる環境負荷をC伍還元率と
して表している。昼間と夜間のC伍排出原単位は東京電力の値
を使用した 10) 。

Fig. 11にC伍還元率とエネルギー収支率の関係を示す。エネ

ルギー収支率が比較的低い住宅はC伍還元率も低い値となって
いる。また、エネルギー収支率とC伍還元率の差は小さい。一
方、 エネルギー収支率が70％以上と比較的高い住宅は、太陽光
発電の余剰電力に伴う 売電量が多くなるため、C伍 還元率も高
い値となっている。エネルギー収支率が10 0％を超える住宅で

はその傾向がさらに顕著に現れており、 エネルギー収支率以上

にCO2排出削減の効果が高いことを表している。

160% 
140 

j12叩
B 1om,; 

互8叩
� 60% i 
』 4”‘

20 
゜

Fig. 11 CO2 reduction虚e and energy b咄mcerate

0
月uot
ゼg
号ビN03

暉
暉
韓
叩

"

＂

p

n

饂

螂

姻

碑

“

4.屋根全面太陽光発電システムのライフサイ
4. 1ライフサイクルコスト(LCC)評価

太陽光発電システムを住宅に用いた際のコスト評価は、 これ

までも多くの例が見られるが成発電効率の小さい方位も含めた
屋根全面太陽光発電システムのライフサイクルコスト（システ

ムの製造から維持、廃棄に至るまでに かかるコスト）について
はこれまで明らかではなかった。そこで今回、 住宅の屋根を、

①一般の彩色スレート屋根材で葺く場合、②片面のみ太陽光発
電モジュールで葺いて、他方を彩色スいート屋根材で葺く場合、
③両面（全面）を太陽光発電モジュールで葺く場合、④発電機
能のないガラスモジュールで葺く場合、 の四つをそれぞれ想定

し、 屋根としてのライフサイクルコスト比較を行った。いずれ

も住宅の建設当初に屋根を施工し、 費用は金利 2.5％元利金等
35年返済によるローンを組むものと仮定した）

一般の彩色スレ
ート屋根材で葺いた場合、10年に一度塗り替え、20年に一度葺
き替えるものと仮定した。塗り替え、 葺き替えコストには足場
代が含まれている。太陽光発電システムを用いた場合、 パワー

コンディショナーを 20年に一度交換するとともに、50年に一

度モジュールの葺き替えを行うものとした。太陽光発電モジュ
ールの発電効率は一年で0.5％低下するものとした。つまり50

年で発電効率が25％低下することを想定している。売電による
コストメリットは25円/kWhとした。片面に太陽光発電を設け
る場合には、 それぞれの面に 葺き替えやパワーコンディショナ
ー交換のコストが発生する。葺き替えやパワーコンディショナ
ー交換の費用はローン返済とはせず、 一括支払いと仮定した。

太陽光発電システムを50年後に 交換する際の部材コストは当初

の部材コストと同等と仮定し、別途足場設置と施エコストがか
かるものとしたFig.12に試算結果を示す。

ダ
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一般屋根材の場合、当初のローン負担は小さいが、発電によ

るコストメリットがなく、また塗り替えと葺き替えによるコス

ト負担により 100 年で 700万円以上の支出となる。 次に片面の

み太陽光発電システムとした場合、太陽光発電によるコストメ

リットはあるが、一般屋根材のメンテナンスコストが加わるた

め、ライフサイクルコストでは全面を一般屋根材で葺いた場合

と大きな差がない。 一方、全面太陽光発電システムとした場合、

当初のローン負担が大きくても発電によるコストメリットも大

きく、屋根としてのメンテナンスコストが小さいことから、建

設当初から一般屋根と比較してコストメリットがある。 特にロ
ーン負担の終わる 35 年以降は大きなコストメリットが生まれ、

48年でライフサイクルコストはゼロになる。50年で太陽光発電

モジュールの葺き替えによるローン負担が再度発生するが、返

済の終わる 85 年 （ローン期間は初回同様に 35 年）以降はライ

フサイクルコストが再び減少し、100 年でゼロとなる。

全面太陽光発電システムのコストメリットが、メンテナンス

コストの低減効果によるものとの見方もできるため、発電機能

のないガラスモジュールで屋根を葺いた場合（④)も試算しt:.o

塗り替えの必要がなく、葺き替え頻度も少ないガラスモジュー

ルはメンテナンスコストの負担こそないものの、初期コストに

伴うローン負担が大きく、LCCでは一般屋根材とほとんど変わ

らない結果となった3

屋根全面に太陽光発電システムを設置する場合、発電量の少

ない屋根面にも設置することになり、 コストメリットが小さく

なると考えられてきt:.oしかし、本計算においては、発電量の

低下によるデメリットよりも、屋根のメンテナンスコストを低

減するメリットが大きく、結果としてコスト負担が最も小さく

なる結果が得られに
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4.2 ライフサイクルエネルギー(LCE)収支評価

二次エネルギー消費を削減し、太陽光発電システムの発電に

より年間のエネルギー収支をゼロにすることはランニングコス

トの低減や電力のピークカットなどに効果があることは間違い

ないが、そのために多大な製造エネルギーを消費するのであれ

ば、環境負荷の観点からはデメリットにもなりかねない。 そこ

で、一般の住宅を建設する場合と、その住宅をゼロ ・ エネルギ
ー仕様住宅とする場合の環境影警についてライフサイクルエネ

ルギー （住宅の建設から維持、廃棄に至るまでに消費されるエ

ネルギー）の観点から検討を行った）

LCE は、材料生産、部材製造、施工、使用、改修、廃棄の各

段階のものを算出しt:.c材料生産、部材製造に関わるものは建

築 LCA プログラムである BEAT(（卿建築研究所提供）を用

いて算出しているが、各部の詳細な違いまでは反映できないた

め、基準仕様とゼロ ・ エネルギー仕様とで異なる部材や設備に

関しては使用材料の積み上げ式により算出しt:.c積み上げ式で

計算する際の原単位は BEATで用いている原単位を使用してい

る11)0
住宅使用時のエネルギーは用途ごとに算出し、換算係数(lkWh

= 9,830 kJ)を用いて一次エネルギーに換算した値を用いる吼

太陽光発電システムによる発電量は前述のパラメータ分析法に

より算出している。 改修、廃棄時のエネルギーは BEATを用い

て計算しており、基準仕様とゼロ 。 エネルギー仕様とでは構造

や使用材料の差が少ないため同等であると仮定した。 計算の概

要とフローを Table6 に示す。

基準仕様とゼロ 。 エネルギー仕様とで異なるのは、 屋根材、

エアコン、給湯器、厨房設備、断熱材、開口部の6部材である。

基準仕様の住宅とゼロ ・ エネルギー仕様住宅の平面 。 立面計画

は同じとしtea Fig.13に、LCEの計算結果を示す。 平成8年の

建設白書13)によれば、住宅のライフサイクルは26年となって

いるが、現時点で建設されるものは耐久性が高まっている14>こ

とから、LCE計算の際のライフサイクルを50年と仮定した。

いずれの建設地でも LCEは 100万kWh以上となるが、その

60％以上が運用時のものである。 部材製造及び施工時のものは

30 ％前後である。 改修、廃棄時のエネルギー消費が全体に占め

る割合は小さい。 先に示したように、二次エネルギー段階では

ゼロ ・ エネルギー仕様とすることによるエネルギー消費削減効

果は顕著であるが、一次エネルギー換算した場合には差が小さ

くなっている。 これは、二次エネルギー効率の良い設備機器を

使っているにも関わらず、電力の一次エネルギー消費が大きい

ためである。 一方で、太陽光発電による一次エネルギー削減効

果も大きいため、札幌では LCE の 43%、東京で 74%、鹿児島

では81％を削減する効果がある。

Table 5 Conditions for calculation ofLCC 

①Slate tile roof ②PV module roof ③PV module roof ④団狙s module 

+Slate tile roof roof 

Oyr • Slate tile • Slate tile 、 PV . PVsystem · G坤module

• Construction system • C位1吋一 羽

• Construction ·Canstn四加n

lOyrs ・師aint • Repaint 

20yrs ·R傘 ·Pm嘩四ditioner · Power CO!ldi紅mer

·R幽

30yrs • Repaint • Repaint 

35yrs • Loan complete • Loan complete ·Loancomp涵 • Loan complete 

40yrs ·R造 • Power oondi血er • Power conditioner 

• Retil.e 

50yrs • Repaint ·PV歌始m伽m) ·PV司曲皿伽叫 ・比坤0舷m)

. Repaint 

60yrs ·R幽 · Power con di血er • Power conditioner 

•Rle 

7知 . Repaint . Repaint 

80yrs ·R幽 · Power conditioner ·Power血ditioner

·R蝉

85匹 ·l..oana,m芦 • Loan complete ·Loan匹p聡

90yrs •師aint • Repaint 
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T曲le6 C叫叫函oncl詔rtofLCE
材料生産

部材製造

施工時

使用時

改修時

廃棄時

差分計算嘉準仕様とゼロエネ仕様とで異なる蔀位・設惚のみ｀双方の「材料生産J、「蔀材襲造」エネルギーを詳繍に積み上げ方式で計算．差分がゼロエネ仕様とするために要するエネルギー．
----------------------＝二士—------—トー =----------------------------------―’

総量計算LCE計算ソフト「BEAT」により、「箆エ」エネルギー算出．基準仕様とゼロエネ仕様は同等と仮定．
-------------------

総量計算•LCE計算ソフト「BEAT」により、f改修J・「籐棄」エネルギー算出．基準仕様とゼロエネ仕様は同等と仮定．
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ゼロ 。 エネルギー仕様にするためには、材料生産、部材製造、
施工段階の一次エネルギー量が12％増加するが、使用段階の一

次エネルギー削減効果と太陽光発電によって1.3~1.4年で増加
分を回収できる。断熱出兼芍投備仕様を高めた上で太陽光発電
システムを導入することは、LCEを削減する上で非常に効果が
高いことを示している。Fig.15に示す通り、鹿児島では住宅のラ
イフサイクルエネルギー収支が50年でゼロになる。他の建設地
でも、住宅性能を一層高めることで、LCE収支をゼロにできる
と考えられる。
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材料生産・部材製造時の基準仕様とゼロ 。 エネルギー仕様の
一次エネルギーの差は積み上げ計算の結果36,030 kWhとなっ
た。ゼロ 。 エネルギー仕様は基準仕様と比べて12％増加した計
算になる。内訳をFig. 14に示す。屋根を一般のスレート屋根材
から太陽光発電システムに変えることによる差が全体の差分の
98％を占め、その他は一5%~4％と小さい。スレート屋根材が
セメントを主体とした製品であるのに対し、 太陽光発電モジュ
ールは製造エネルギーの大きいアルミやガラスを主体とした製
品であることと、パ ワー コンディショナー等の附属設備が必要
となることが主な要因である。

以上は住宅のライフサイクルを50年と仮定した場合の結果で
あるが、築年数と LCE収支の関係をFig. 15 に示す。築後3年
までの収支に関しては図中に拡大している。基準田策の住宅を
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これまで試算と調査を行ったゼロ ・ エネルギー仕様住宅の給
湯は、代替フロン仕様のヒ ートポンプ給湯システム
または電気温水器のものであった。しかし、最近のCO2ヒ ート
ポンプ給湯システムでは期間COPが3. 0を越すものも実用化さ
れてきている。そこで、ゼロ G エネルギー仕様において、給湯
システムを期間COPが3.0のものに置き換えた場合について再
計算を行った, Fig.16にその結果を示す。給湯のCOP向上に伴
いLCEは小さくなるが、大きな削減効果は得られず、ライフサ
イクルを50年と仮定した場合にLCE=Oとなり得るのはやはり

鹿児島のみであった。このことは、単一の機器の改良のみで住
宅のLCEを改善することは難しいことを示しているが、今後、
暖冷房や 給湯はもちろんのこと、厨房、照明設備もより高効率
なものに改善し、自然エネルギーや排熱回収の一層の活用によ
って、札幌においても50年間でLCEを0とすることが可能であ
ると考えている。
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屋根全面太陽光発電システムを設けた省エネルギー 住宅の環境評価
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断熱性能を高め、プランニングのエ夫により暖冷房負荷を削

減し、空調〗給湯，厨房に機器効率の高い設備を使用すること

で、屋根全面に設けた太陽光発電システムによ

その住宅の想定年間エネルギー消費量を上回るように設計する

ことが可能である。設計は、用途別のエネルギー消費シミュレ
ーションと太陽光発電量シミュレーションに基づくものである

が、入居後の実態調査により、その実現性を確認したっ このよ

うな住宅では、年間のエネルギー支出よりも売電による収入が

上回ることも確認された。

屋根全面太陽光発電システムは、発電上不利と考えられてい

る北面にも設置するが、ライフサイクルコストでは一 般スレー

ト屋根や片面のみの太陽光発電システムよりも低くなることが

明らかとなった。これは、発電によるメリットに加えて屋根と

してのメンテナンスコストが低減されるためである。太陽光発

電システムはイニシャルコストが高いことから、一般には片面

のみに設置することが多いが、片面設置の場合でもライフサイ

クルコストのメリットを高めるには、 一 般屋根部分のメンテナ

ンス時期を太陽光発電システム部分と合わせることで施エコス

トを低減するなどの工夫が必要であろう。

本論文のゼロ ・ エネルギー仕様住宅は、系統連系された太陽

光発電システムを有し、夜間電力を利用した貯湯が可能な全電

化住宅である。C伍排出原単位の小さい夜間電力を利用してお

湯を作ることで、C伍排出原単位の大きい日中は太陽光発電の

余乗罪屈力（逆嘲電力）が多くなる。購入電力による C伍排出量

に対する逆潮電力によるC伍削減量の比をC伍還元率と定義し

て集計した結果、エネルギー収支率の高い住宅では、 エネルギ
ー収支率以上に C伍還元率が高く、環境負荷削減効果が高いこ

とが明らかとなった。

ライフサイクルエネルギー (LCE)評価を行った結果、ゼロ ・

エネルギー仕様とするための一次エネルギー増加分は、省エネ

ルギーと太陽光発電の効果により1.3~1.4年で回収できる計算

となった）地域によっては50年程度で LCE 収支もゼロになる

と計算される。

今後、 一層の省エネルギー化と自然エネルギー利用により、

あらゆる地域でLCE収支をゼロにする住宅を実現したし

ている。
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